
公営住宅制度について

国土交通省住宅局住宅総合整備課
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【家賃】【入居制度】【入居者資格】

○ 入居者の家賃負担能力
と個々の住宅からの便益
に応じて補正する「応能
応益制度」に基づき、地
方公共団体が決定

○ 収入超過者の家賃は、
収入超過度合いと収入超
過者となってからの期間
に応じ、遅くとも５年目の
家賃から近傍同種家賃
（市場家賃に近い家賃）が
適用

○ 高額所得者の家賃は、
直ちに近傍同種家賃が適
用

○住宅困窮要件
現に住宅に困窮していることが明らか
であること

○入居収入基準
・月収25万9千円（収入分位50％）を上限
として、政令で規定する基準（月収15万8
千円（収入分位25％））を参酌し、条例で
設定

・ただし、入居者の心身の状況又は世帯
構成、区域内の住宅事情その他の事情
を勘案し、特に居住の安定を図る必要が
ある場合として条例で定める場合につい
ては、月収25万9千円（収入分位50％）を上
限として基準の設定が可能

○ 原則として、入居者を公募。

○ 特に居住の安定の確保が必要な者につい
て、地方公共団体の判断により、入居者選考
において優先的に取り扱うことが可能（優先入
居）

○ 収入超過者
３年以上入居し、入居収入基準を超える収入
のある者
→明渡努力義務が発生

○ 高額所得者
５年以上入居し、最近２年間月収31万3千円

（収入分位60％） ※を超える収入のある者
※条例により25万9千円（収入分位50％）まで引下げ可

能

→地方公共団体が明渡しを請求することが可
能

○省令で規定した基準を参酌し、制定した条例等に従って整備
・床面積25㎡以上 ・省エネ、バリアフリー対応であること ・台所、水洗便所、洗面設備、浴室等の設備があること 等（参酌基準の規定）

公営住宅は、憲法第25条（生存権の保障）の趣旨にのっとり、公営住宅法に基づき、国と地方公共団体が
協力して、住宅に困窮する低額所得者に対し、低廉な家賃で供給されるもの。

【整備基準】

○地方公共団体は、公営住宅を建設（又は民間住宅を買取り・借上げ）して管理

○国は、整備費等を助成：全体工事費の概ね45％（建設、買取り）又は共用部分工事費の2/3の概ね45％（借上げ）を助成

【供給】

公営住宅制度の概要
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国土交通省作成

公営住宅の管理戸数の推移

※ 平成22年度については、東日本大震災の影響により一部の事業主体において調査未実施
（当該事業主体分の平成21年度末の管理戸数は約4,600戸）
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全国の事業主体が管理する公営住宅の管理戸数を合計した戸数は平成１７年度をピークとして微減傾向にあるが、
平成２６年度以降は東日本大震災に係る災害公営住宅の整備等により増加している。

H28.3末現在
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公営住宅の年齢別入居戸数の推移

入居者のうち、60歳以上の高齢者世帯の割合は近年増加傾向（約60.8％＜平成27年度＞）にあり、高齢化が進んで
いる。
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国土交通省作成
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公営住宅入居世帯の収入区分の推移
入居者のうち、特に所得が低い者の割合は近年増加傾向にあり、低所得化が進んでいる。
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国土交通省作成
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収入分位 政令月収（万円）

10％
10.4

〔２人世帯：258／３人世帯：313／４人世帯：366〕

〔高齢単身世帯：244／高齢２人世帯：292〕

15％
12.3

〔２人世帯：291／３人世帯：345／４人世帯：395〕

〔高齢単身世帯：267／高齢２人世帯：315〕

20％
13.9

〔２人世帯：318／３人世帯：371／４人世帯：419〕

〔高齢単身世帯：286／高齢２人世帯：336〕

25％ 本来階層の入居収入基準（※参酌基準）
15.8

〔２人世帯：351／３人世帯：400／４人世帯：447〕

〔高齢単身世帯：309／高齢２人世帯：366〕

32.5％
18.6

〔２人世帯：394／３人世帯：442／４人世帯：489〕

（高齢単身世帯：347／高齢２人世帯：411〕

40％
21.4

〔２人世帯：436／３人世帯：484／４人世帯：531〕

（高齢単身世帯：392／高齢２人世帯：450〕

50％
※本来階層・裁量階層の

上限の入居収入基準

25.9
〔２人世帯：504／３人世帯：551／４人世帯：599〕

（高齢単身世帯：458／高齢２人世帯：514〕

60％
高額所得者となる収入基準

※条例で50％を超えて60％以下の間で
定めることも可能

31.3
〔２人世帯：584／３人世帯：632／４人世帯：677〕

（高齢単身世帯：534／高齢２人世帯：590〕

※「収入分位25％」とは、全国の２人以上世帯を収入の低い順に並べ、収入の低い方から４分の１番目に該当する収入に相当する分位をいう。

※括弧内は標準世帯、高齢者（70歳以上）世帯について算定した給与所得者世帯及び高齢者世帯の年間粗収入額（万円）

入居収入基準
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● 給与所得（会社員、日雇い、パート、アルバイト等による収入）

● 事業等所得（自営業、保険外交員、農林水産漁業等による収入等）

● 年金所得（国民年金、厚生年金、恩給等による収入）

【所得計算に含めない収入】
・遺族年金、障害年金、失業給付金、仕送り、労災保険の各種給付金、生活保護の扶助費、支援給付金等

の非課税所得
・退職一時金等の一時的な所得

※退職、事業の廃止などにより無収入になった場合は、所得は“ゼロ”で計算

所得計算に含める収入

所得の計算

● 給与所得（会社員、日雇い、パート、アルバイト等による収入）

● 事業等所得（自営業、保険外交員、農業・漁業等による収入等）

● 年金所得（国民年金、厚生年金、恩給等による収入）

世帯の年間所得額 世帯の控除額の合計 １２ヵ月÷ 収入月額＝

【所得控除】
● 給与所得 ： 給与所得控除後の所得
● 事業等所得 ： 必要経費等控除後の所得
● 年金所得 ： 年金所得控除後の所得

※複数の所得がある場合は、各所得毎の控除後
の額を合計して世帯の年間所得額を算出

【各種控除額（一人につき）】
① 同居親族等＜３８万円＞
② 特定扶養親族＜２５万円＞
③ 老人扶養親族・老人控除対象配偶者＜１０万円＞
④ 寡婦・寡夫＜２７万円＞
⑤ 障害者＜２７万円＞
⑥ 特別障害者＜４０万円＞
※「世帯の年間所得額」から①～⑥うち該当項目を控除

※この額に応じ
家賃額も変動

公営住宅入居者の所得（収入）計算について
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家賃

×

=

：入居者の収入区分に応じて定められる額（令第２条第２項の表）

立地係数

規模係数

経過年数係数

利便性係数

家賃算定基礎額

×

×

×

：市町村の立地の偏差に応じた値（令第２条第１項第１号、H8建設省告示第1783号）

※0.7～1.6で国土交通大臣が市町村ごとに定める値

：住宅の専用部分の床面積に応じた値（令第２条第１項第２号）

※当該公営住宅の床面積の合計を65㎡で除した数値

：建設時からの経過年数に応じた値（令第２条第１項第３号、H8建設省告示第1783号）

※既成市街地等（首都圏整備法に定める既成市街地及び近畿整備法に定める既成都市区域を含む市町村）
木造以外：1-0.0010×経過年数 木造：1-0.0051×経過年数

※既成市街地等以外
木造以外：1-0.0039×経過年数 木造：1-0.0087×経過年数

：住宅の利便性（交通条件、公営住宅の設備等）に応じて地方公共団体が定める値
（令第２条第１項第４号）
※0.5～1.3で地方公共団体が定める値（1.6を立地係数で除した数値の方が低い場合はその数値）

○ 入居者の家賃負担能力（応能性）と、公営住宅の立地・規模等による便益（応
益性）によって決定される「家賃」のこと。

○ 家賃計算の構成要素はすべて、公営住宅法施行令において規定されており、
「利便性係数」のみ、地方公共団体の裁量によって決定することができる。

公営住宅の家賃について

世帯収入（月額） 家賃算定基礎額
10.4万円以下 34,400円
10.4万円超 12.3万円以下 39,700円
12.3万円超 13.9万円以下 45,400円
13.9万円超 15.8万円以下 51,200円
15.8万円超 18.6万円以下 58,500円
18.6万円超 21.4万円以下 67,500円
21.4万円超 25.9万円以下 79,000円
25.9万円超 91,100円
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公営住宅の家賃滞納の状況

家賃滞納世帯（過年度分も含む。）の割合は、近年は年々減少する傾向にあるが、景気の低迷もあり依然として
高い状況にある。

（年度）

※ 折れ線グラフの％表示はストック全体に占める滞納者の割合を示す。 国土交通省作成
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公営住宅家賃の適切な徴収、入居者の収入等の状況や事情を十分把握した上での適切な措置等については、従来

より通知してきたところ（平成元年11月21日付け住宅局長通知）であるが、滞納家賃の徴収における留意事項等
について、あらためて各地方公共団体あてに通知（平成26年11月5日付け国住備第135号住宅総合整備課長通
知）。

背 景

１．家賃の滞納に係る適切な措置についての要請

公営住宅家賃の適切な徴収、入居者の収入等の状況や事情を十分把握した上での適切な措置等について要請す

るととともに、特に、家賃の滞納については次の事項を踏まえた適切な措置を要請

○ 公営住宅制度の趣旨、目的及び家賃の支払い等について周知、啓発に努めること

○ 法令等の規定による督促等の措置を早期に講じ、あわせて、入居者の収入等の状況や事情を十分に把握すること

○ 入居者のおかれている状況に応じて、個別具体的な家賃の納付指導を行い、必要に応じて臨戸訪問を行うこと

○ 所得が著しく低額又は病気等により著しく多額の支出を要する等により、家賃負担が著しく過大となり、やむをえず

家賃を支払えない状況にある者に対しては、家賃減免の適用等の負担軽減措置を講じること及びこの場合、民生部局

とも十分に連携すること

２．福祉部局や市町村との緊密な連携及び生活保護等の支援策等の情報提供等についての特段の配慮の要請

著しく所得の低い世帯、高齢者世帯、障害者世帯、母子世帯、父子世帯、子育て世帯、ＤＶ被害者世帯、犯罪被害者世

帯等特に困窮度が高い世帯については、関係する行政の各部局及び公営住宅の存する市区町村と緊密な連携を図りつ

つ、生活保護をはじめとする居住安定のための支援策の情報提供や助言等を行うなど、特段の配慮を要請

通知の概要

公営住宅の滞納家賃の徴収における留意事項等について
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銚子事件後の新たな取り組み（千葉県）

○ 健康福祉部との連携強化

① 家賃滞納者への対応として徴収員（県の嘱託）や県職員が臨戸する際に、社会福

祉制度の案内パンフレット「生活困窮者への支援制度について」を配付【別紙１】

② 滞納者から相談を受ける際に、滞納者が必要とする生活保護制度等の相談を行え

るよう、必要に応じて健康福祉部職員を同席させ、各市町村での申請指導等につな

げる

○ 市町村との連携強化

訴訟提起後、市町村の福祉部門へ訴訟相手方、訴えの趣旨、提起日等を情報提供

するとともに、滞納者に対する支援※を要請

※生活保護の申請指導や次の住宅へ入居するための各種支援等

○ その他

① 入居時及び家賃決定時に減免制度の周知をすることに加え、４か月及び６か月

家賃滞納者への催告の際に家賃減免制度の情報提供文書等を配付【別紙２】

② 滞納金額が高額かつ、滞納期間が長期の滞納者における世帯等の収入等の状況や

事情を把握するため、県職員による直接訪問を実施

（参考） 千葉県の新たな取り組みについて
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生活困窮者への支援制度について（案内パンフレット）

（表） （裏）

別紙１
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（表） （裏）

家賃減免制度の周知文書 別紙２
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代理納付制度の活用状況

○公営住宅に入居する被保護世帯に占める３ヶ月以上の家賃滞納者の比率は、５％未満の事業主体が全体の
５割を占める一方、20％以上の事業主体も１割強みられ、滞納の状況は事業主体ごとに大きく異なる。
○平成26年度に代理納付制度を活用した事業主体は７割弱となっている。
○公営住宅に入居する被保護世帯に対する代理納付制度の活用割合は、80％以上の事業主体が全体の５割
弱、60～80％未満が２割弱となっている。

平成26年度における代理納付制度の活用状況

公営住宅に入居する被保護世帯の家賃滞納率
（３ヶ月以上滞納、平成２６年度末時点）

公営住宅に入居する被保護世帯に対する
代理納付制度の活用状況（平成２６年度末時点）

※平成26年度における公営住宅入居世帯のうち被保護世帯数、
及び家賃滞納世帯数について無回答分を除いて算出。

※ ※

※平成26年度における公営住宅入居世帯のうち被保護世帯数、
及び代理納付活用世帯数について無回答分を除いて算出。
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公的住宅の供給等に関する行政評価・監視の結果に基づく勧告（概要） 勧告日：平成30年1月23日
勧告先：国土交通省、厚生労働省
調査対象：16都道府県、53市区 等

調 査 の 背 景 ・ 現 状

主 な 調 査 結 果

１ 公営住宅への
入居者等に対す
る的確な対応

● 公営住宅の入居に際し、保証人免除や法人保証を導入していな
い都道府県等があり、保証人を確保できず入居できない例が発生
（65件）
● 公営住宅の家賃滞納者（入居者の約1割）に対する滞納理由の
把握や福祉部局と連携した対応が不十分で、滞納者への迅速な支
援が必要な例あり

勧 告

２ 住宅確保要配
慮者への支援

● 住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進のた
めに設置された居住支援協議会の中には活動が低調なものあり

３ 民間賃貸住宅
の活用等

● これまでの住宅確保要配慮者向けの民間賃貸住宅の活用はニー
ズの把握が不十分

● 保証人の確保に関する実態の的確な
把握と法人保証等に関する情報提供

● 滞納者の状況の適時・的確な把握､
住宅部局と福祉部局との連携例の提示

● 居住支援のためのニーズの共有化及び
これを踏まえた支援

● 新制度において、都道府県等が住宅確
保要配慮者のニーズを的確に把握できるよ
う支援 １

公営住宅の管理戸数と応募倍率の推移

2,173,419
2,167,833

2,162,316 2,164,832
2,169,218

8.0 7.5
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5.8
4.9

0.0

2.0
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6.0

8.0

10.0

210

212

214

216

218

平成23 24 25 26 27

管理戸数 応募倍率（万戸） （倍）

（年度）

0

【他の公的住宅（平成27年度末現在）】
UR（都市再生機構）住宅：約74万戸
地方住宅供給公社の賃貸住宅：約13万戸 等

◆ 住生活基本法（平成18年）、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する
法律（平成19年。住宅セーフティネット法）が制定され、住宅確保要配慮者（低額所得者、高齢者、
障害者等）が安心して暮らせる住宅の確保が課題

◆ 国は、住生活基本計画（計画期間：平成28年度～37年度）を策定し、住宅確保要配慮者が
安心して暮らせる住宅を確保できる環境を実現するため、ⅰ）公営住宅等の適切な供給のほか､
ⅱ）民間賃貸住宅の活用、ⅲ）福祉施策との連携等を推進

◆ 地方公共団体では、公営住宅、地方住宅供給公社の住宅、補助金等を受けて改修された
民間賃貸住宅等の公的住宅を活用して対応

→ 住宅確保要配慮者が安心して暮らせる環境の充実を図るため、公的住宅への入居支援の
状況等について調査

(注) 各年度末現在の状況である。
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１ 公営住宅への入居者等に対する的確な対応

都道府県等における保証
人確保に関する実態を的確に
把握すること
また、都道府県等に対し、

保証人免除の特例措置や法
人保証に関する情報提供を行
うこと

(国土交通省)

導入(3)
4.3%

未導入(66)
95.7%

〈図2〉法人保証の導入状況

都道府県等
（69）

調査結果(69都道府県等を調査）

保証人を確保できないことにより入居辞退した者は、11都道府県等で計65件（平成27年度）
（注）調査した69都道府県等のうち、入居辞退件数を把握している43都道府県等の状況

→ 保証人の確保が困難な場合には、保証人の免除などの配慮が必要

〇 一部の都道府県等が、保証人免除の特例措置や法人保証を導入
・ 保証人免除の特例措置を導入しているのは、48都道府県等（約70％）（図1）

導入都道府県等の中には、福祉部局と連携した対応を行っている例あり

未導入都道府県等では、滞納時や緊急時の対応を懸念

・ 法人保証（注）を認める措置を導入しているのは、3都道府県等（約4％）（図2）

導入都道府県等の中には、導入後、保証人を確保できないことにより入居辞退した者が発生しなかった例あり

未導入都道府県等では、導入を検討したことがない、法人（家賃債務保証会社）の情報がないとの意見

（注）法人保証とは、個人の代わりに、家賃債務保証会社等の法人を保証人とすることをいう。

〇 保証人を確保できないことにより入居辞退した者について実態の把握が不十分
・ 入居辞退の有無未把握：14都道府県等

・ 入居辞退した者がいることは把握しているが、入居辞退件数未把握：12都道府県等

(1) 保証人の確保が困難な入居希望者への対応

勧告

①
入
居
者
募
集

募集から入居までの流れ(例)

②
入
居
申
込

③
入
居
者
の
選
考

（
抽
選
）

④
入
居
決
定

⑥入居

⑥入居辞退

⑤ 入 居 手 続

【保証人の要件(例)】
⑴ 保証人は2人
⑵ 入居決定者と同等以上
の収入を有する者

⑶ 市内に居住する者

保証人
確保

２

導入(48)
69.6%

未導入(21)
30.4%

〈図1〉特例措置の導入状況

（単位）都道府県等 （単位）都道府県等

都道府県等
（69）

結果報告書P24～38

保証人
確保できず

免除等
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（2） 家賃滞納者に対する的確な対応及び支援

・ 都道府県等に対し、家賃滞
納者の状況を適時的確に把握
した上で、必要な対応を講ずる
よう要請すること

(国土交通省)

・ 住宅部局と福祉部局が連携
した支援の例を都道府県等に
示すことにより、両部局の連携の
促進を図ること

(国土交通省、厚生労働省)

全国の公営住宅における1か月以上の家賃滞納は約21万世帯（平成27年度末現在、退去者含む。）

＊ 平成28年11月末現在の家賃の滞納状況が分かる62都道府県等の公営住宅に入居する約85万世帯
のうち約10万世帯(1割強）で滞納あり

→ 家賃滞納者のうち、滞納期間3か月以上のものが半数以上（図3）あり、的確に対応する

ためには滞納事情や生活状況を早期かつ十分に把握することが重要

〇 家賃滞納者の滞納事情や生活状況の把握が不十分
・ 滞納者の状況が把握されていない例あり

（例）・ 事情を把握することに考えが及ばなかったとするもの(滞納期間43か月、滞納額約49万円)

・ 不定期ではあるが家賃が納付されているとして積極的に把握していないとするもの（同9

か月、約25万円)

・ 居住実態がないにもかかわらず、その状況が把握されずに家賃滞納が長期に及んで

いる例あり

（例）・ 滞納のあった入居者が死亡し、死亡届が提出された後も10年以上その事実に気付かずに

督促状の送付が行われていたもの（滞納期間151か月、滞納額約44万円）

〇 福祉的な支援を必要とする家賃滞納者に対する住宅部局と福祉部局との連携した対応
が不十分
・ 福祉部局が受けた相談の中には、滞納者への迅速な福祉的支援が必要な例あり

（例）・ 失業中で6か月分の家賃を滞納した入居者が衰弱した状態となり、親族と共に相談に来所

・ 失業やギャンブル依存により6か月分の家賃を滞納した入居者が、地域包括支援センター

経由で相談に来所

・ 2都道府県等では、住宅部局と福祉部局とが連携した支援を行うための明文化した

仕組みあり

（例）・ 家賃滞納者が生活に困窮している場合、住宅部局は原則、福祉部局を案内。案内後、反応

がない者に対して福祉部局と共に訪問した上で同部局による支援に移行

調査結果(69都道府県等を調査）
結果報告書P47～63

1か月以上3か月未満
(86,979)
42.0%

3か月以上6か月未満
(32,820)
15.8%

6か月以上12か月未満
(28,594)
13.8%

12か月以上
(58,839)
28.4%

〈図3〉滞納期間別の家賃滞納者数
（平成27年度末現在）

勧告

家賃滞納者
（207,232）

3（単位）世帯 17



居住支援協議会に対し、

ⅰ）福祉部局が把握した居住支援
に係るニーズを共有し、これを踏ま
えた支援を実施するよう要請するこ
と

ⅱ）都道府県及び市区町村協議会
の役割分担の例を示すこと

（国土交通省）

〇 都道府県居住支援協議会の中には活動が低調なものあり
・ 5都道府県協議会では、上記①～⑥いずれの取組も未実施で、総会等のみのものも

・ 7都道府県協議会では、ホームページによる情報提供(上記⑥）のみ

理由① 居住支援のニーズがない

⇔ 福祉部局では保証人の確保ができずに民間賃貸住宅への入居を断念した例

を把握

理由② 都道府県単位では個別ケースの支援は困難

⇔  市区町村協議会では住宅提供や生活支援等を行っているものあり。ただし、

体制の問題等から家賃債務保証の実施は難しいとの意見あり

都道府県と市区町村が役割を分担した上で体制整備を進めることが重要

調査結果(16都道府県協議会、8市区町村協議会を調査）

〇 居住支援協議会は、全ての都道府県及び22市区町村に設置（平成29年9月末現在）
国土交通省及び厚生労働省は、協議会による取組例（注）を提示し、地域の関係機関と

連携した住宅確保要配慮者に対する支援の充実を要請(平成27年7月)
(注) 具体的な取組として、①相談窓口の設置、②住宅の提供、③家賃債務保証、④残置物処理、

⑤安否確認、⑥一元的な情報提供等を例示

〇 住宅セーフティネット法の改正に併せ、国土交通省は市町村単位での居住支援協議会の
設置や、都道府県居住支援協議会への参画を推進
・ KPI：「都道府県協議会に参画する市区町村＋自ら設立する市区町村」の割合

平成28年11月：39％ → 32年度末：80％

制度等

４

結果報告書P86～97

居住支援協議会の概要

勧告

２ 関係機関の連携による住宅確保要配慮者への支援
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国 住 備 第 1 3 5 号 

平成 26 年 11 月 5 日 

 

 

 都道府県住宅主務部長  殿 

 

 

国土交通省住宅局 

住宅総合整備課長 

 

 

公営住宅の滞納家賃の徴収における留意事項等について 

 

 公営住宅の家賃の徴収を適切に行うことは、公営住宅に係る業務の健全な継続の上で

極めて重要なものと考えているところですが、一方で、公営住宅は住宅に困窮する低額

所得者等に対して賃貸する住宅であることから、やむを得ず家賃を支払えない状況にあ

る者に対しては、その収入等の状況や事情を十分に把握した上で、適切な措置をとられ

るようお願いします。 

 これまでにも、「公営住宅の管理の適正な執行について」（平成元年 11 月 21 日付け

住総発第 79 号建設省住宅局長通知（別添参照））等により、管理の適正化及び管内の事

業主体への周知徹底をお願いしてきたところですが、特に、家賃の滞納については、 

・公営住宅制度の趣旨、目的及び家賃の支払い等について周知、啓発に努めること 

・法令等の規定による督促等の措置を早期に講じ、あわせて、入居者の収入等の状況

や事情を十分に把握すること 

・入居者のおかれている状況に応じて、個別具体的な家賃の納付指導を行い、必要に

応じて臨戸訪問を行うこと 

・所得が著しく低額又は病気等により著しく多額の支出を要する等により、家賃負担

が著しく過大となり、やむをえず家賃を支払えない状況にある者に対しては、家賃

減免の適用等の負担軽減措置を講じること 

・この場合、民生部局とも十分に連携すること 

等、上記通知等の趣旨を踏まえた適切な措置に配慮をお願いします。 

 また、著しく所得の低い世帯、高齢者世帯、障害者世帯、母子世帯、父子世帯、子育

て世帯、ＤＶ被害者世帯、犯罪被害者世帯等特に困窮度が高い世帯については、関係す

る行政の各部局及び公営住宅の存する市区町村と緊密な連携を図りつつ、生活保護をは

じめとする居住安定のための支援策の情報提供や助言等を行うなど、特段の配慮をお願

いします。 

 なお、管内の事業主体に対しても、この旨周知徹底いただきますよう、お願いします。 

 

 

【参考１】
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建設省住総発第７９号 
平成元年１１月２１日 

 
 

各都道府県知事  殿 
 

建 設 省 住 宅 局 長 
 
 

公営住宅の管理の適正な執行について 
 

公営住宅の管理については、かねてから格段の御努力をお願いしているところであるが、最

近、家賃徴収等の管理が必ずしも適切に行われていない状況が見受けられるので、今後、かか

る事態が生じないよう、下記事項に十分留意の上、より一層の管理の適正化を図られたい。 
また、管下事業主体に対してもこの旨周知徹底を図られたい。 
なお、公営住宅の適正な管理の推進を図るためには、貴職による指導が有効であると考えら

れるので、管下事業主体に対する指導体制を確立するとともに、適切な指導監督を行うよう努

められたい。 
 

記 
 
１．入居審査の適正な実施について 
（１）公営住宅に入居者資格のない者を入居させることは、公営住宅法第１７条に違反するも

のであるので、入居審査に当たっては不適正入居が生じないよう十分に留意すること。 
（２）特に、入居申込者の所得金額の認定においては所得証明等の証拠書類を、同居親族の数

の把握においては住民票を提出させる等により、収入の認定、同居親族の数の把握に明確

な証拠をもって当たること。 
 
２．家賃の滞納について 
（１）公営住宅家賃は、国庫補助金等により政策的に低廉にしているものであることから、入

居者に対し公営住宅の趣旨、目的及び家賃の支払い等について申込案内書、広報紙等を活

用して周知、啓発に努めること。なお、これに併せて、家賃を滞納した場合には法令等の

規定に従い所要の措置を講ずることがある旨を明確に示すこと。 
（２）家賃の滞納が生じた場合、入居者に対する家賃支払いの督促等の措置を早期に講じるこ

と。なお、このとき併せて、収入等の状況、入居者の事情を十分に把握するとともに、保

証人に対しても早期に入居者の家賃滞納の状況を通知すること。 
（３）（２）により把握した入居者の収入状況等に基づき、入居者の置かれている状況に応じて、

個別具体的に家賃の納付指導を行うこと。また、必要に応じて臨戸訪問を実施すること。 
（４）（２）により把握した入居者の収入状況等により、家賃を支払う経済力がありながら滞納

している者であることが明確になった者等誠意の見られない者については、法令等の規定

により所要の措置を講ずる等厳正な措置をとること。 
（５）（２）により把握した入居者の収入状況等により、所得が著しく低額又は病気等により著

しく多額の支出を要する等により、家賃負担が著しく過大となり、やむをえず家賃を支払

えない状況にある者に対しては、家賃の減免等の措置を講ずること等により、入居者の支

別 添 
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払い能力に応じて負担の軽減を図るようにすること。この場合、民生部局との連携を十分

にとること。 
（６）（２）により把握した入居者のうち住宅扶助を受けている生活保護世帯については、その

受給している住宅扶助は、家賃支払いに充てられるものとして支給されているものである

から、民生部局との連携を十分にとることにより、必ず家賃支払いに充てるようにさせる

こと。 
（７）保証人に対して家賃支払の履行請求を行う場合においては、本来の債務者たる入居者に

対し十分な督促の行為等を行った上で、保証人の経済状況等も考慮しつつ、理解を得なが

ら所要の手続きを行うこと。 
 
３．管理体制の整備強化について 

管理戸数の増加、管理業務の多様化等に対応するため、職務の分担、職員の配置等の見直

しを適宜行い、必要に応じて管理体制の整備強化を行うこと。特に、滞納整理を行うために

必要な整備については、積極的に行うこと。 
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事 務 連 絡

平成２７年４月２７日

都道府県

各 指定都市 民生主管部生活保護担当課保護担当係長 殿

中 核 市

厚生労働省社会・援護局保護課保護係長

「公営住宅制度のご案内」の送付について

生活保護行政の推進については、平素より格段のご配慮を賜り厚く御礼申し上げます。

今般、国土交通省住宅局住宅総合整備課より、地方公共団体の民生部局に公営住宅制

度の概要をご理解いただくとともに、必要に応じ生活保護の相談に来所する方に対して

も同制度を紹介していただくため、別添事務連絡のとおり、国土交通省住宅局住宅総合

整備課において作成した「公営住宅制度のご案内」の送付及び周知の依頼がありました。

つきましては、貴職におかれては、現場レベルにおける民生部局と住宅部局の十分な連

携の重要性に鑑み、上記趣旨をご理解いただき、「公営住宅制度のご案内」をご活用い

ただくよう、管内福祉事務所あて周知願います。
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事 務 連 絡   
平成 27 年 4 月 27 日 

 
 
 厚生労働省社会・援護局保護課 御中 
 
 

国土交通省住宅局住宅総合整備課 
 
 

「公営住宅制度のご案内」の送付について 
 
 公営住宅の管理の適正な執行にあたっては、従来より、地方公共団体の住宅部局と民生部局と

の連携を要請してきたところですが、平成 26 年 11 月 5 日付け「公営住宅の滞納家賃の徴収にお

ける留意事項等について」により、あらためて住宅部局と民生部局との十分な連携について通知

いたしました。 
また、公営住宅に入居している生活保護の被保護世帯は毎年増加し、平成 24 年度被保護者調

査によると約 25.8 万世帯と公営住宅管理戸数全体に占める割合は約 12％となっています。 
このような中、去る 4 月 9 日の参議院予算委員会における質疑において、地方公共団体の住宅

部局と民生部局との現場レベルにおける十分な連携について、国土交通省と厚生労働省が協力し

つつ、各地方公共団体に対し助言等を行っていく旨、安倍総理から答弁がなされたところです。 
こうした状況を踏まえ、別添のとおり「公営住宅制度のご案内」を作成しましたので、送付い

たします。地方公共団体の民生部局に対し、公営住宅制度の概要をご理解いただくとともに、必

要に応じ生活保護の相談に来所する方に対しても同制度を紹介していただくため、「公営住宅制

度のご案内」を地方公共団体の民生部局あてに周知いただきますようお願いいたします。 
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公営住宅制度のご案内 
 
１．公営住宅とは 
  

〇 公営住宅とは、公営住宅法や条例等の規定に基づき、収入が少なく住

宅に困っている方々に安い家賃で賃貸するため、都道府県や市区町村が

管理している住宅です。 
〇 公営住宅に入居するためには、都道府県や市区町村が入居の募集をし

ている期間内に申込みをすることが必要です。 
 

２．公営住宅に入居できる方  
 〇 公営住宅に入居できる方は、一般的には次のような条件を満たすこと

が必要です（都道府県や市区町村によって条件は異なります）。 
 ・ 収入が少ないこと（収入基準） 

※ 都道府県や市区町村では、入居できる方の収入の上限を定めています。 
・ 住宅に困っていること（住宅困窮要件） 

※ 自ら所有する住宅を持っていないことや自らの収入に比べて非常に高い家賃の民

間の賃貸住宅に住んでいることなど 
・ このほか、現在の居住地の要件や同居する親族の要件などが定めら

れている場合があります。 
 
３．公営住宅の家賃  
 〇 入居する方の収入や住宅のタイプ等に応じた家賃（応能応益家賃制度）

となっており、近隣の同様な民間の賃貸住宅と比べて安い家賃となって

います。 
 〇 収入が著しく低額になったときなど、特別な事情により家賃の支払い

が困難になった場合には入居者からの申出により、都道府県や市区町村

の判断により、家賃を減免することができる場合があります（家賃減免

制度）。 
 
４．問い合わせ先  
 〇 入居を希望する公営住宅を管理している都道府県や市区町村の公営

住宅担当部局にお問い合わせください。 
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国 住 備 第 １ ８ ０ 号 

                                                  平成３０年２月２３日 

                                                 

                                                                           

  各都道府県知事・政令市 

住宅主務部長 殿 

 

                      国土交通省 住宅局 

住宅総合整備課長 

 

公営住宅管理の適正な執行について 

 

 公営住宅の管理については、かねてより格段の配慮をお願いしておりますが、今般、

総務省の「公的住宅の供給等に関する行政評価・監視」において、国土交通省に対し、

公営住宅への入居希望者及び入居者に対する的確な対応等についての勧告（別添参照）

がなされたことを踏まえ、下記のとおり地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２

４５条の４第１項に基づく技術的な助言として通知いたしますので、各事業主体にお

いて、地域の住宅事情、ストックの状況等を勘案し、引き続き公営住宅の適正な管理

に努めていただきますようお願いいたします。 

なお、貴管内の事業主体（政令市を除く。）に対してもこの旨周知されるようお願い

いたします。 

  

 

記 

 

第一 保証人の確保が困難な公営住宅の入居希望者への対応について 

  公営住宅の入居希望者の円滑な入居の促進を図る観点から、保証人の確保が困難

な者に対する支援を充実させるため、国土交通省において、事業主体における保証

人の確保に関する実態を的確に把握するとともに、事業主体に対し、特例措置や法

人保証に関する必要な情報提供等を行うよう勧告がなされたところです。 

つきましては、真に住宅に困窮する低額所得者に対して的確に公営住宅を供給で

きるよう、保証人の確保が困難な公営住宅の入居希望者について、円滑な入居が図

られるよう特段の配慮をお願いいたします。 

なお、各事業主体に対し、公営住宅入居の際の保証人の取扱いについて、別途調

査を行い、調査結果を情報提供いたしますので、保証人の確保が困難な入居希望者

への対応を行う上で参考としていただきますようお願いいたします。 

 

第二 緊急に住居を確保する必要がある低額所得者への対応について 

  緊急に住居を確保する必要がある低額所得者への支援を充実させる観点から、国

土交通省において、事業主体に対し、一時生活支援事業における公営住宅の活用事

【参考２】
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例等を周知するとともに、自立支援部局より一時生活支援事業に係る公営住宅の空

家の提供に関する相談・依頼があった場合には、管理する公営住宅の状況等を踏ま

えて適切に対応するよう要請する旨の勧告がなされたところです。 

  つきましては、自立支援部局より一時生活支援事業に係る公営住宅の空家の提供

に関する相談・依頼があった場合には、支援対象者の住宅に困窮する実情、地域の

住宅事情、ストックの状況等を総合的に勘案し、適切に対応していただきますよう

お願いいたします。 

なお、各事業主体に対し、一時生活支援事業における公営住宅の活用事例につい

て、別途調査を行い、調査結果を情報提供いたしますので、その活用にあたり、参

考としていただきますようお願いいたします。  

   

第三 家賃滞納者に対する的確な対応及び支援について 

  公営住宅に入居する家賃滞納者に対し、適切な指導や支援を行う観点から、 

  ・事業主体に対し、家賃滞納者の状況を適時的確に把握した上で、必要な対応を

講ずるよう要請する 

  ・福祉的な支援を必要とする者に対する住宅部局と福祉部局が連携した支援の具

体的な例を事業主体に示すこと等により、両部局の連携の促進を図る 

  ・家賃を滞納している住宅扶助受給者に係る住宅部局と生活保護担当部局の情報

共有について、具体的な例を事業主体に示すこと等によりその取組みを促した

上で、生活保護担当部局における代理納付を的確に実施させる 

旨の勧告がなされたところです。 

家賃滞納者への対応に係る留意事項等については、これまでにも、「公営住宅の

管理の適正な執行について」（平成元年１１月２１日付け住総発第７９号建設省住

宅局長通知）、「公営住宅の滞納家賃の徴収における留意事項等について」（平成２

６年１１月５日付け国住備第１３５号国土交通省住宅局住宅総合整備課長通知）等

により周知しておりますが、家賃の滞納については、 

・公営住宅制度の趣旨、目的及び家賃の支払い等について周知、啓発に努めるこ

と 

・法令等の規定による督促等の措置を早期に講じ、あわせて、入居者の収入等の

状況や事情を十分に把握すること 

・入居者のおかれている状況に応じて、個別具体的な家賃の納付指導を行い、必

要に応じて臨戸訪問を行うこと 

・所得が著しく低額又は病気等により著しく多額の支出を要する等により、家賃

負担が著しく過大となり、やむをえず家賃を支払えない状況にある者に対して

は、家賃減免の適用等の負担軽減措置を講ずること 

・この場合、民生部局とも十分に連携すること 

等、上記通知等の趣旨を踏まえた適切な措置を講ずるよう改めてお願いするととも

に、合理的な理由なく滞納事情等を把握せずに家賃滞納が長期にわたり放置される

ような事案が発生しないよう適切な対応をお願いいたします。 

また、著しく所得の低い世帯、高齢者世帯、障害者世帯、母子世帯、父子世帯、

子育て世帯、ＤＶ被害者世帯、犯罪被害者世帯等特に困窮度が高い世帯については、
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関係する行政の各部局及び公営住宅の存する市区町村と緊密な連携を図りつつ、生

活保護をはじめとする居住安定のための支援策の情報提供や助言等を行うなど、特

段の配慮を改めてお願いいたします。 

  なお、福祉的な支援を必要とする者に対する住宅部局と福祉部局が連携した支援

の事例及び家賃滞納している住宅扶助受給者に係る住宅部局と生活保護担当部局

との情報共有を行っている事例について、別途調査を行い、調査結果を情報提供い

たしますので、取組みを行う上で参考としていただきますようお願いいたします。  

 

第四 高額所得者等に対する的確な対応について 

  高額所得者、収入超過者又は収入未申告者（以下「高額所得者等」という。）に対

する的確な対応を図る観点から、高額所得者に対する明渡請求や収入未申告者に対

する収入調査を実施していない事業主体に対して、実施状況調査の結果に基づき必

要な改善を求める旨の勧告がなされたところです。 

  高額所得者等に対しては、これまでにも、「公営住宅の収入超過者、高額所得者及

び収入未申告者に対する措置について」（平成１６年６月３０日付け国住総第５３

号国土交通省住宅局総務課公営住宅管理対策官通知）、「公営住宅における高額所得

者等に対する明渡しの促進等の措置の実施について」（平成２２年１２月２日付け

国住備第８４号国土交通省住宅局住宅総合整備課長通知）等により周知しておりま

すが、猶予すべき特別の事情がない場合の高額所得者に対する明渡請求の実施、収

入未申告者に対する収入調査の実施及び調査結果を踏まえた収入超過者若しくは

高額所得者としての認定等、上記通知等の趣旨を踏まえた適切な措置を講ずるよう

改めてお願いいたします。 

  なお、国土交通省において、各事業主体における高額所得者等に対する取組みの

実施状況の調査を年１回実施しており、当該調査の結果、取組みが十分に実施され

ていないと認められる事業主体については、事業主体の公表や個別に技術的助言を

実施する等の措置を予定している旨申し添えます。 
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